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○伊那市公共工事前金払事務処理規程 

 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、公共工事に要する経費の前金払及び中間前金払（以下「前金払

等」という。）に関し、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）、地方自治法

施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）及び伊那市財務規則（平成２８年伊那市

規則第１７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（前金払の対象） 

第２条 前金払の対象は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律

第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証に係る土木建築に関する

工事（設計及び調査並びに工事の用に供する機械類の製造を含む。以下「工事」と

いう。）又は測量で、１件の契約金額が５０万円以上のものとする。 

（前払金の額） 

第３条 前払金の額は、工事にあっては当該工事の契約金額の１０分の４（設計及び

調査並びに工事の用に供する機械類の製造にあっては１０分の３）、測量にあって

は当該測量の契約金額の１０分の３に相当する金額を越えないものとする。 

２ 前金払をした後に契約金額を増額した場合は、前項の規定を適用する。 

３ 前金払をした後に契約金額を減額した場合は、前金で支払った金額を超えない範

囲内において、減額後の契約金額の１０分の５に相当する金額に達するまでは、こ

れを前金で支払う金額として認めることができる。 

４ 前３項の規定により計算した前払金の額に１万円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

（中間前金払の対象） 

第４条 中間前金払の対象となる工事は、前２条の規定により前金払をした工事（設

計及び調査並びに工事の用に供する機械類の製造及び測量を除く。）であって、次

の各号に掲げる要件の全てに該当するものとする。 

(1) 工期の２分の１を経過していること。 

(2) 工事工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされて

いる当該工事に係る作業が行われていること。  

(3) 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が契約金額の２分の１以上の

額に相当するものであること。 

(4) 当該工事において、規則第１３６条に規定する部分払の請求がされていないこ

と。 

（中間前払金の額） 

第５条 中間前払金の額は、当該工事の契約金額の１０分の２以内に相当する金額を

超えないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、中間前払金の額は、契約金額の１０分の６に相当する

額から既に支払った前払金の額を控除した額を超えないものとする。  
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３ 前２項の規定により計算した中間前払金の額に１万円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てるものとする。 

（中間前金払の認定請求等） 

第６条 中間前金払を受けようとする受注者は、中間前金払認定請求書（様式第１号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、中間前金払認定請求書が提出されたときは、その内容を審査し、第４条

各号に掲げる要件の全てを満たしていると認めるときは、速やかに中間前金払認定

書（様式第２号）を受注者に交付するものとする。 

（使途の制限） 

第７条 前払金は、当該前金払いに係る工事に必要な経費以外の経費の支払に充てて

はならない。 

（前金払等の明示） 

第８条 前金払等の対象となる工事は、規則第１０４条の規定による入札の公告又は

規則第１１５条の規定による指名の通知において、その旨を明示するものとする。 

（前金払等に関する特約） 

第９条 前金払等の対象となる工事に係る契約には、前金払等に関する事項を特約と

して付するものとする。  

（請求及び支払） 

第 10 条 前払金及び中間前払金の支払を受けようとする受注者は、前払金（中間前払

金）請求書（様式第３号）に公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項

に規定する保証契約に係る保証証書（以下「保証証書」という。）を添えて、市長

に提出しなければならない。 

２ 保証証書の寄託を受ける場合においては、保証証書預り証（様式第４号）を受注

者に発行するものとする。 

３ 保証証書は、当該工事等の契約が完了し、当該工事等の受注者の債務が完済され

た後において、保証書預り証と引換に当該受注者に返還するものとする。 

（補則） 

第 11 条 この訓令に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 


